
平成21年度 環境経済の政策研究 主な事業内容

１．環境経済の政策研究の実施
政策の企画・推進を行うための基盤を形成する観点に立った研究を実施

２．環境経済情報の整備・公表
環境と経済の関係に関する情報を整備・公表（平成21年度は試行、平成22年度以降に本格的に情報提供）

研究分野１ 環境政策と経済との地球規模での相互作用の研究

研究分野２ 環境保全と雇用等の企業の発展に関する研究

研究分野３ 効果的な環境政策形成に関する研究

４．環境経済懇談会（仮称）の設置
経済学者など有識者で議論し、今後の研究や政策について提言（平成２１年夏頃～秋頃の開催を予定）

環境と経済がともに向上・発展する社会をつくるために、環境保全の取組が経済をどのように発展させて
いくのか、経済動向が環境にどのような影響を与えるのか等について調査分析し、環境と共生できる新しい
経済社会の将来像の提示や環境政策の戦略的な実施のための研究及び関連事業を開始します。

３．環境経済観測（仮称）
環境産業に焦点を当てて、企業の景況感や先行きの見通しなどを調査し、その結果を定期的に公表
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参考資料７



環境経済の政策研究の実施

○環境と経済とのダイナミックな相互関係に関する分析、環境の価値の経済的な評価手法、政策の経済
学的な評価手法等、政策の企画・推進を行うための基盤を形成する観点に立った研究を実施
○環境省が、行政課題を踏まえ政策研究を行うべき研究分野を設定し、公募選定を行い、選定された
研究者と行政担当者との緊密な連携により研究を推進

研究分野１ 環境政策と経済との地球規模での相互作用の研究

研究分野２ 環境保全と雇用等の企業の発展に関する研究

研究分野３ 効果的な環境政策形成に関する研究

公募分野１ アジアを中心とした適切な資源循環の実現と環境保全・経済効果に関する研究

公募分野２ 生物多様性の価値や生態系サービスの経済的な評価と政策ツールに関する研究

公募分野３ 国際的な排出量取引による経済的影響に関する研究

公募分野５ 環境政策と企業行動に関する研究

公募分野４ 環境を基盤として発展する新たな経済システムの研究

公募分野６ 日本における環境政策と経済の関係の統合的な分析・評価のための研究

公募分野７ 効率性に優れた経済的手法等の政策手法の立案に関する研究

公募分野８ 都市・地域レベルでの低炭素型社会の実現や環境保全と地域経済の発展に関する研究
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